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秋田市特定事業主行動計画（前期分）

特定事業主行動計画 関 連 法 令 お よ び 秋 田 市 関 連

条例、方針等

次世代育成支援対策推進法

第 19条に基づく行動計画秋田市特定事業主行動計画
＊本 行 動 計 画 策 定 に お け る

基本的視点Ⅰ 総論

① 職 員 の 仕 事 と 子 育 て の 両

立の推進という視点１ 目 的

② 職 場 全 体 で 取 り 組 む と い

う視点○ 職員が仕事と子育ての両立を図ることができ

③ 職 場 の 実 績 を 踏 ま え た 取るよう、職員のニーズに即した次世代支援対策

組の推進という視点を計画的かつ着実に推進するため、本行動計画

④取組の効果という視点を策定し、公表することとする。

２ 計画期間

計 画 期 間 は 、 平 成 1 7年 度 か

ら 平 成 2 6年 度 の 10年 間 の う○ 平成１７年４月１日から平成２２年３月３１

ち 、 ５ 年 間 を １ 期 と し 、 ３日までの５年間

年ごとに見直す

３ 計画の推進体制

委員会設置要綱第１条より

○ 特定事業主行動計画の策定および実施にあた

り、職員のニーズを反映し、特定事業主である

機関をあげて具体的かつ実効性のある行動計画

策定に取り組み、着実に行動計画を実施するた

め、特定事業主行動計画策定・実施委員会を設

置する。
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特定事業主行動計画 関 連 法 令 お よ び 秋 田 市 関 連

条例、方針等

Ⅱ 具体的な内容

主に育児をしている職員を対象とする取組

１ 職員の勤務環境に関するもの

秋 田 市 職 員 の 勤 務 時 間 、 休(1)妊娠中及び出産時における配慮

暇等に関する規則 以下 勤（ 「

務時間規則」という ）① 母性保護及び母性健康管理の観点から設けら 。

勤務時間規則第１４条れている特別休暇等の制度について周知を図

特別休暇：る。

出 産 休 暇 、 定 期 検 診 、 つ わ

り、通勤緩和

② 出産費用の給付等の経済的支援措置について

周知を図る。

配慮する内容の例

・ 職 員 の 体 調 を 考 慮 し 、 業③ 妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、業務分

務量を見直しする。担の見直しを行うほか 時間外勤務についても、 、

・ 出 産 休 暇 取 得 に 向 け て 、十分配慮する。

引継を計画的に行う。

(2) 子どもの出生時における父親の休暇の取得

の促進

特別休暇：出産補助休暇① 職員の妻の出産時における出産補助休暇につ

出産時養育休暇いて周知を図るとともに、年次有給休暇の取得

促進を図る。

② 職員の妻の妊娠中および出産後における出産

時養育休暇の周知・取得促進により男性職員の

育児参加を促す。
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特定事業主行動計画 関 連 法 令 お よ び 秋 田 市 関 連

条例、方針等

（３）育児休業等を取得しやすい環境の整備等

ア 育児休業及び部分休業制度等の周知ならびに育

児休業等に関する情報提供

育児休業法第２条、第９条① 育児休業等に関する資料を各部局に通知・配

布し、制度の周知を図るとともに、特に男性職

員の育児休業等の具体的な取得例などを示しな

がら、その取得促進に努める。

情報提供の内容② ノーツ等に育児休業Ｑ &Ａ等を設け、育児休

・ 育 児 期 間 中 の 収 入 支 出 に業の取得手続や経済的な問題など総合的な情報

つ い て 、 職 員 の モ デ ル ケ提供を行い、制度の内容が容易に理解できるよ

ー ス 等 を 用 い た 総 合 情 報うにする。

提供

・育児休業経験者の体験談

・ 育 児 休 業 を 取 得 し や す い③ 職員が、個別に育児休業等の制度・手続につ

職 場 環 境 づ く り の 取 組 事いて説明を受けることができる窓口を設置す

例などる。

イ 育児休業及び部分休業を取得しやすい雰囲気の

醸成

・ 担 当 制 度 の 有 効 活 用 に よ① 育児休業の取得の申出があった場合、育児休

る見直し業中の当該課所室における業務分担の見直しを

・庁内分権制度と関連行う。

② 育児休業を取得した職員の代替のために、必

要に応じて臨時的任用制度の活用や、部局内にお

ける人員配置（異動及び兼務）の弾力的運用、任

期付き職員の活用について検討する。

・ 幹 部 会 、 庁 内 広 報 、 デ ー③ 育児休業等の制度の趣旨を徹底し、また、職

タ ベ ー ス 等 を 活 用 し 実 施場環境づくりの取組事例を紹介するなど、職場

する。の意識改革と具体的取組を促す。
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特定事業主行動計画 関 連 法 令 お よ び 秋 田 市 関 連

条例、方針等

ウ 育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支

援

勤務時間規則第１４条① 育児休業期間中に必要に応 じ て職場の情報を

育児時間、定期検診休暇提供するなど 、復職への不安を緩和するよ う努め

配慮の具体例る 。

・育児休業中の情報提供

・ 職 場 復 帰 時 の 業 務 量 や 職② 育児休業からの復職にあたり、職員と面談す

責 分 担 へ の 配 慮 、 業 務 引るなどによりプライバシーに配慮しながら職員

。の子育ての状況を把握し、必要に応じ一定の期 継スケジュールの明確化

間、業務分担等において配慮し、無理なく業務

を遂行できるように支援する。

エ その他

勤 務 内 容 や 勤 務 体 制 に よ① 保育園送迎等を行う必要が ・育児中の職員が 、

り 、 画 一 的 な 対 応 は 困 難あることを考慮し、勤務割り当てや時間外勤務

で は あ る が 、 職 員 の 育 児など必要に応じて配慮する。

に 対 し て 、 職 員 の 理 解 を

得 た う え で の 対 応 が 必 要② 小学校就学前の子がいる職員に対して、育児

である。短時間勤務制度の活用を促進し、育児と仕事の

両立が可能となるよう必要な支援を行う。

・男性の育児休業等取得率

育児休業等取得者数／◎ 以上のような取組を通じて、育児休業等の取

子 の 扶 養 届 認 定 申 請 書 届得率を、

出数× 100男性 １０％

・ 男 性 の 育 児 休 業 取 得 率 の女性 ９３％

目 標 は 、 国 の 取 り 組 み 方とする。

針の目標値を適用する。（目標達成年度；平成２２年度）

・ 女 性 の 育 児 休 業 取 得 率

育児休業等取得者数／

出産休暇届出数× 100

・ 女 性 の 育 児 休 業 取 得 率 の

目 標 は 、 過 去 ５ 年 間 の 実

績の平均とする。
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特定事業主行動計画 関 連 法 令 お よ び 秋 田 市 関 連

条例、方針等

（４）庁内託児施設の設置等

○ 庁内託児施設について、職員の意向を踏まえ

て具体的な条件や課題を整理しながら、設置の

可能性について研究する。

育児をしていない職員をも含めて対象とする取

組

（５）時間外勤務の縮減

人事当局

市長部局：人事課ア 時間外勤務の縮減のための意識啓発等

議会：総務課① 人事当局は、各部局・課所室ごとの時間外勤

教育委員会：総務課務の状況及び時間外勤務の多い職員の状況を把

消防：総務課握して管理職に報告し、注意を喚起する。課所

上下水道局：総務課室においては、時間外勤務の時間数や従事内容

各行政委員会：事務局を検証し、問題意識を共有することにより、時

間外縮減のために具体的な取り組みを行う。

・ 各 職 員 が 常 に 自 ら の 時 間② 時間外勤務が特に多い場合、当該課所室にお

外勤務時間状況を把握ける業務分担の見直しを行うとともに、必要に

・担当制の活用応じて課所室内の担当職員数の見直しを行う。

・庁内分権制度と関連また、部局内における人員配置の弾力的運用を

検討する。

イ 一斉定時退庁日等の実施

○ ノ ー残業デーに お け る余暇活動 を家族や地域

の絆づ く り や職員の心身の リ フ レ ッ シ ュ の ために

定時退庁が有効活用する よ う 周知す る と と も に 、

できない職員が多い部署を人事当局が把握し、

管理職員への指導の徹底を図る。
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特定事業主行動計画 関 連 法 令 お よ び 秋 田 市 関 連

条例、方針等

ウ 事務の簡素合理化の推進

・ 不 断 に 見 直 し を 推 進 し て① 新た な行事や業務等 を実施す る場合 には 、 目

いく姿勢を明確にする。的 、効果 、必要性等について十分検討し 、併せ

て 、既存の行事や業務等との関係を整理し 、代替

できる ものは廃止するなど 、適正な業務分担を考

慮する。

② 定型業務のマニュアル化やパソコンの活用に

よる事務の簡素合理化を一層推進するとともに

事務処理の効率について、定期的に確認およ

び検討する。

勤務時間条例第８条の２

・ 子 育 て 中 の 職 員 の 業 務 をエ 小学校就学始期に達するまでの子のいる職員の

一 律 に 制 限 す る も の で は深夜勤務及び時間外勤務の制限の制度等の周知

な く 、 業 務 内 容 や 個 々 の

要 望 を 含 め た 柔 軟 な 対 応○ 小学校就学始期に達するまでの子のいる職員

が望まれる。の深夜勤務及び時間外勤務を制限する制度につ

いて、周知を図る。同時に、業務分担等につい

て、個々の状況に応じた配慮をするとともに、

小学校就学中の子のいる職員についても、同様

の配慮をする。

◎ 以上のような取組を通じて、各職員の１年間

の時間外勤務時間数について、上限目安時間を

１５０時間とし、その達成に努める。
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特定事業主行動計画 関 連 法 令 お よ び 秋 田 市 関 連

条例、方針等

（６）年次有給休暇の取得の促進

ア 年次有給休暇の取得の促進

勤務時間条例第１２条① 管理職は、部下の年次有給休暇の取得状況を

把握し、計画的な取得を指導する。

、② 各部所の業務計画を策定・周知することによ ・業務計画策定においては

ゴ ー ル デ ン ・ ウ ィ ー ク やり、職員の計画的な年次有給休暇の取得促進を

お 盆 期 間 に お け る 公 式 会図る。

議 の 自 粛 等 休 暇 が 取 得 し

やすいように配慮する。

・ 適 正 な 人 員 配 置 と 業 務 分③ 職員が安心して年次有給休暇の取得ができる

担。よう、事務処理において相互応援ができる体制

を整備する。

（ 推 進 す る 年 次 有 給 休 暇 取

得の例）④ 年次有給休暇の効率的取得を促すとともに、

・ 授 業 参 観 日 に お け る 年 次特別休暇と組み合わせた連続休暇の取得を促進

有給休暇する。

・ 祝 日 や 休 日 と 年 次 有 給 休

暇 を 組 み 合 わ せ た 連 続 休③ 健全な子育て環境づくりを支援する観点か

暇ら、年次有給休暇等を活用しながら地域活動へ

・ 月 ・ 金 と 休 日 を 組 み 合 わの積極的な参加を促す。

せ た 連 続 し た 年 次 有 給 休

暇

・ 国 民 の 祝 日 や 夏 季 休 暇 と

あわせた年次有給休暇

・ 職 員 や 家 族 の 誕 生 日 、 結

婚 記 念 日 等 の 家 族 の 記 念◎ 以上のような取組を通じて、職員１人当たり

日における年次有給休暇の年次有給休暇の取得を対前年比で、１０％増

・ 各 職 員 が 常 に 自 ら の 年 次加させる。

有給休暇取得状況を把握

・ 育 児 の た め に 計 画 的 取 得

が 困 難 な 職 員 の 緊 急 時 の

取得に配慮する。
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特定事業主行動計画 関 連 法 令 お よ び 秋 田 市 関 連

条例、方針等

イ 子の看護休暇の取得の促進

勤務時間規則第１４条○ 子の看護休暇の取得事由を拡大し、一層の取

子の看護休暇得促進を図るとともに、その取得を希望する職

員が取得しやすい雰囲気の醸成を図る。

２ その他の次世代育成支援対策に関する事項

対象を職員に限定しない、職場環境の整備以外

の取組

（１）子育てバリアフリー

① 庁舎において、来庁者が乳幼児と一緒に利用

することができるトイレやベビーベッドの設置

状況について確認し、必要に応じて整備につい

て検討を行う。

② 来庁者の実情を勘案して、授乳室の整備につ

いて検討を行う。


